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ＮＰＴ再検討会議ニューヨーク行動自治労連代表団170人、元気に行動し無事帰還！
NPT再検討会議の前進を展望。核兵器廃絶の世界的運動と連帯し、原水禁世界大会を成功させよう！
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5月3日、国連本部においてNPT再検討会議が開会しました。5年前の2005年再検討会議では、当時の米ブッシュ政権が「核兵器を通常兵器と同様に『先制使用』もある」などと強硬的な態度を示した下で成果が得られず、今回の会議では、10年前にさかのぼる2000年会議で確認された核廃絶のための｢自国の核兵器の完全廃絶｣への「明確な約束｣の具体化がはかられるかどうか、さらに核兵器全面禁止の具体的協議を求める事が課題となっています。ニューヨークには世界から核兵器廃絶を求める市民が集まり、様々な取り組みがおこなわれました。自治労連は日本原水協のＮＹ行動に１７０人の代表団が参加し、４月30日から５月４日にかけてニューヨークで行動しました。
· ニューヨークの各所で「核兵器のない世界を」署名宣伝行動を実施
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19のツアーコースからそれぞれニューヨークに到着した参加者は、５月２日の午前中などに市内で署名行動を展開しました。自治労連の参加者もセントラルパーク前やマジソンスクウェアガーデン前、グランドゼロ跡付近など各所で実施。「同じ世代の若者が友だちを引き連れて署名してくれた」「署名のお礼に“ハート鶴”を手渡したときに、同意の言葉をもらうたびに、なんともいえない嬉しい気持ちになった」といった感動の声が寄せられています。
	≪国際平和会議（世界のＮＧＯ団体が国際共同行動として開催した会議）に国連総長が挨拶！≫
ＮＰＴ再検討会議にむけた国際共同行動の一つとして、ニューヨークで非政府組織（ＮＧＯ）による国際平和会議が４月３０日～５月１日にかけて開催されました。会議には潘基文（バン・ギムン）国連事務総長が出席。あいさつでは「私はみなさんがどれだけ犠牲を払って活動しているか知っています。勇気を持って、人類の大志のために行動しつづけていることを知っています。核兵器廃絶は私の優先課題です。『核兵器のない世界』は達成できないゴールではありません。強い意志があれば達成できるのです。私は、核兵器禁止条約を核保有国に迫ります。政府を動かすのは、みなさんの力が必要です。各国政府にせまりましょう」と、画期的な発言をおこないました。
会議はすべての核兵器を２０２０年までに禁止する核兵器条約の交渉を開始するよう全世界の政府によびかける声明を採択して、閉幕しました。


· ５月２日、「核兵器のない世界のための国際行動デー」パレードで世界の運動と連帯し、「核兵器のない世界を」署名690万筆を国連に提出！
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ＮＰＴ再検討会議前日の２日、世界の平和・反核活動家による「国際行動デー」がおこなわれました。行動には１００人の被爆者はじめ、1万～1万5千の参加者がブロードウェイに集結。路上での集会では世界各国の代表が次々登壇し、日本からも被爆者代表や原水協高草木事務局長がスピーチしました。
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参加者は集会後、国連本部前ハマーショルド広場まで、6つのアベニュー（目抜き通り）をまたぐパレードを実施。工夫を凝らしたプラカードやコスチューム、タペストリーや横断幕、音楽・ダンスなど、歩道で見ていた市民も巻き込むパフォーマンスで核兵器廃絶をアピール。自治労連の参加者も元気にアピールし「人の多さ、参加者のパワー、熱気に驚きました！」「世界中の人と話ができた。みんなが同じ思いを持っていて、世界を動かしていると感じた」と、確信と感動が得られる行動となりました。
	≪国連上級代表とNPT再検討会議議長が原水協の「核兵器のない世界を」署名を直接受けとり、さらにNPT議長が再検討会議上で発言！≫
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デモ集結後に国連前の広場で行われた「核兵器のない世界を」署名提出行動では、ドゥアルテ国連上級代表とカバクテュランＮＰＴ会議議長が署名の前まで来られ、直接提出することができました。その際、警察が国連と広場の間を封鎖するなかで、「私は、明日からはじまるＮＰＴの議長です。署名を見に行きます」と警察を説得し、自ら署名の積み上がった所まで来るといったエピソードがありました。

さらにＮＰＴ議長のカバクテュラン氏は、翌日のNPT再検討会議開会総会の冒頭、「私は昨日、署名を受け取りました。市民社会の熱意に私たちは私たちに答えなければならない」と発言。私たちの署名が文字通り、国際政治を動かしている事が実感できるものです。


· 全労連・アメリカ反戦労働者連盟交流集会（5/3）
5月3日午前にSEIU1199支部講堂で開催され、集会は第２会場まであふれる４００人が参加しました。ＵＳＬＡＷ（米反戦労働者連盟）全国委員のマイケル・ズウェイグさんらも参加し運動と展望を交流。氏は、これまで米政府の戦争政策を支持してきた労組が、ついにイラク戦争反対に転じた経過を語り「『なぜ労働組合が平和運動をしなければならないのか』[image: image12.jpg]


が議論になり、①教育は軍隊や戦場に送るためのものではないこと、②予算は戦争ではなく、公共サービスなど生活部面に使うべきであること、③政策決定は、政治エリートだけでなく労働者も関わっていくべきものである。という3点から、やはり労働組合としても平和活動をしなければならないとの結論に達した」と語り、労働組合が平和運動を重視することが普遍的課題であることが共有されました。

· 自治労連独自行動としてニューヨーク市職員の労働組合と交流、折り鶴やタペストリーなどを贈呈し、核兵器廃絶の思いを共有（5/3）
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5月3日の午後、自治労連は独自の企画として米国州・郡・市職員組合（AFSCME)37地区（ニューヨーク市職員の組合）との交流を行いました。
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AFSCMEから6名の代表が出席し、担当分野ごとにNY市における課題が報告され、NY市の職員の平均年収3万ドル（約300万円）と低賃金の問題があること、「低コスト化」の名のもとに自治体病院などの民営化がすすめられたが、結果的に公的サービスの低下、高コスト化を引き起こしている問題などが述べられました。参加者は折り鶴や、折紙の鯉のぼり、タペストリーなど、核兵器廃絶の思いを込めたグッズを持ち寄り、AFSCMEに届けました。

· 日本原水協代表団会議（公開シンポジュウム）、参加者全体の意思統一と到達点を確認（5/3）
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　マーチン・ルーサー・キング牧師の歴史的演説が行われたことで知られるリバーサイドチャーチで行われ、原水協の1600人の参加者が一堂に集まりました。ＮＹ行動とその成果を高草木事務局長が報告。シンポに参加したエジプトのヒシャム・バドル軍縮大使は「私たちは昨日、ＮＰＴ会議の最終合意文書に『核兵器廃絶条約の交渉の開始』を盛り込むよう求める声明を発表。私はパレードを見にいきました。みなさんの活動に勇気づけられた」と語りました。参加者はこれまでの全国のとりくみが訳700万筆の署名に達し、1600人の参加でNY行動がとりくまれていることの意義を確認しました。

[image: image16.jpg]


自治労連企画「自治体労働者のつどいin　Ｎ．Ｙ．」開催、平和市長会議より広島・長崎市長と両議長が参加!!

　NPT再検討会議ニューヨーク行動における自治労連代表団の最大のとりくみとして、5月4日の午後、マンハッタンのミッドタウン・ウェストにあるSEIU1199支部会議室において、自治体労働者のつどいin N.Y.を開催しました。つどいには自治労連参加者をはじめ、地方議[image: image17.jpg]


員など自治体関係者150人が参加。立ち見や床に座る参加者でいっぱいになりました。
　つどいの開催にあたり野村委員長が主催者あいさつし、「自治労連として自治体ぐるみの運動への発展を模索しつつ、全国で署名にとりくみ、NY行動に170人が参加した。住民のいのちとくらしを守る自治体労働者として、核兵器廃絶の実現に向けて運動をさらに発展させよう」と呼びかけました。
◆フランス平和自治体協会より連帯のあいさつ、「平和活動は公務員の義務」と発言

世界の反核運動との連帯として、フランス平和自治体協会（AFCDRP）Villejuif市(ヴィルジュイッフ市)、Alain  Rouy市議会議員から連帯のあいさつを頂きました。氏は地方自治体が世界平和の問題に取り組む理由として「地域の安全、住民の生命を守る責務があり、戦争の脅威、核兵器や大量破壊兵器の脅威について、注意を払わなければならない。選挙によって選ばれた地方公務員は、教育、保健、文化、スポーツ、雇用、住宅、そして環境などの、市民の基本的ニーズを満たす責任があり、それゆえ、国際法に反する武器のために、巨額の税金を無駄にするようなことには加担できない。市民の税金が、死のためではなく、平和のために使われるように注意することは、公務員の義務だ」と語り、ヴィルジュイッフ市が行っている具体的な取り組みが紹介されました。自治労連は連帯の思いを込めて、檄布を送りました。
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◆被爆者からの訴え―ビキニデー事件の被害者、元第五福竜丸乗組員の大石さんが若者に託す思いを語る
　第五福竜丸の元乗組員の大石又七さんが被爆者として連帯のあいさつを行いました。大石[image: image19.jpg]


さんは事件当時の体験や被爆の苦しみ、その後の日米両政府による弾圧にも苦しめられたことを語り、「ビキニデー事件によって、日米両政府が隠ぺいしていた放射能の被害が明らかとなり、核兵器廃絶運動の契機となった。若い皆さんに、この事件について正しく知ってほしい。それを伝えることが亡くなった仲間の分まで生きている私の役割」と、強い思いを込めたメッセージが語られました。
◆平和市長会議より広島秋葉市長・長崎田上市長および両議長が参加し連帯あいさつ
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　平和市長会議として広島秋葉市長（平和市長会議会長）田上長崎市長（同副会長）、また両市議会から、吉原長崎市議会議長らがそれぞれ駆け付けられ、連帯のあいさつを頂きました。
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　田上長崎市長は「こうした歴史的な場に共に居られることを幸福に思う。世界中の多くの力で核兵器をなくすことができれば、人類は貧困も環境問題も乗り越えられる。後の世代に核兵器のない世界を残すために、お互いにできることに力を尽くしてまいりましょう」とあいさつしました。吉原長崎市議会議長は自らが被爆者であることや、家族の死、親族の放射能汚染による死の記憶を語り、現在も放射能の影響によるがん発症などの不安を抱えながら生きている方がたくさん居られることを訴え、「いかなる理由においても2度と核兵器を使わせてはならない。被爆の実相をひろげ、核兵器の不要性を訴え、皆さんと共に運動を広げて参りたい」と語りました。長崎の自治労連代表団が市長と議長を囲み、田上市長は「長崎市役所からも参加している事が嬉しい」と、握手を交わしました。
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　広島秋葉市長は「自治労連のこれまでの核兵器廃絶運動へのご尽力に、大変心強く感じています。強固な団結力と熱意に心から敬意を表します」と述べたうえで、核兵器廃絶に向けた国際情勢の前進について語り、平和市長会議のとりくみを紹介。「今後も皆さんと協力し、核兵器のない世界が来る時まで、頑張って参りましょう」とあいさつ。藤田広島市議会議長は「圧倒的な世界の世論で核兵器廃絶の実現を」と決意が述べられました。あいさつを受けて、広島からの代表団からお礼と激励を込めたタペストリーが贈られました。
◆参加者が全国の運動を交流、会場は激励の拍手の連続
　つどい参加者から各ブロックごとに代表者が発言し、運動交流をおこないました。各地で署名のとりくみが進められる中で核兵器廃絶への思いが確信に変わると共に、組合の仲間との結束が強まり、首長との対話をはじめ自治体のなかでのつながりへと広がっていることが報告されました。
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　東北ブロックを代表し、秋田・横手市職労・柴田　敏範さん（自治労連青年部長、左写真）が発言。併せて岩手自治労連の代表が発言し、これまで岩手で行われてきた『反核マラソン』に、今年は秋田・青森からも参加し、東北圏内での連帯が広がっていることが報告されました。
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　関東ブロックからは2人が発言。東京から首都圏青年ユニオン・武田　敦委員長が「僕の祖父が長崎の被爆者。昔も今も、『人間が人間扱いされない社会』に問題の根がある。若者が人間らしく平和に生きていける社会をつくるために、核兵器のない世界をつくる運動と共に、青年大集会などに集まって、一緒に声をあげていこう」と発言。千葉から君津市職労・大野祐美子さんが、NY行動参加にあたり君津市長と懇談をおこなったことを報告。「市長から。『核兵器廃絶のためには日本が先頭に立って運動を進めることが大事だ。頑張ってきてください』とお声かけを頂いた。住民のくらしを守る自治体労働者が核兵器に無関心であってはいけないと、組合内で学習し、住民への働きかけとして市役所内に署名コーナーを設置するなどとりくんできた。このNY行動を経験に、地域に戻ってから、さらに住民の皆さんと共に運動を進めていきたい」と決意が述べられました（左写真）。茨城、埼玉、神奈川からの参加者が紹介されました。
　東海北信ブロックからは静岡が代表して、浜松医療センター労働組合・大江有希子さんが発言。県内で平和の折り鶴を集め、千羽鶴に束ねてNY市の労働組合との懇談の際に贈呈したことや、渡航に際し被爆者から直接お話しを伺った事などが報告され「NPTに向けた取り組みを伝えると『とても素晴らしい話。私もカンパしなくちゃね』と言って頂いた。帰国後に活動報告をしようと思っています」と述べました。静岡の9人の参加者は「NO!NUKES!!」のロゴを1文字ずつTシャツにプリントし、がっちり並んでデモ行進。つどいの会場でも一際目を引きました。愛知、三重、石川からの参加者が紹介されました。
　関西ブロックからは2人が発言しました。26人の代表団で参加した大阪はおそろいのハッピで並び、富田林市職労青年部長の中嶋　歩推（あい）さんが発言。「26人中22人が20代～30代と若いなかで、代表団として選ばれて以降、主体的に何が出来るか話し合い、NYでの行動計画を練り、『ハート鶴』をつくろう！という事や、学習会、青年の宣伝行動、県内5市長から署名をもらうなどのとりくみを進め、3月には大阪自治労連として『文化のつどい』を開催し、4月には大阪代表団全体の集会を開催するなど、組織全体で盛り上げてNYに参加した」事が報告され、「帰国後には報告集会や学習会を開催してきたい」と述べました。
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　そして京都から京都府職労の谷村　葵（あおい）さんが代表して発言（左写真）。「21人の代表団のほとんどが青年。今回のNPT再検討会議は重要だという事で、若者に経験させようという呼びかけに感謝しています。参加者はおそろいの新撰組の羽織で賑やかにパレードしました。本当に核兵器のない世界が実現するようにと考えています」と元気に報告しました。滋賀、和歌山からの参加者が紹介されました。
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　中国ブロックからは岡山より、岡山市職労・平井　清浩青年部長が発言。「岡山では、署名・宣伝行動や広島フィールドワーク、被爆者の話を聞く活動などをおこないました。折り紙で鯉のぼりをつくり、職場の仲間、家族、友人にメッセージを書いてもらい、NYで署名のお礼に渡しました。鯉のぼりには『現代の子どもたち、そして未来の子どもたちが平和に元気に育ってくれるように』という願いを込めています」と述べました。広島と山口からの参加者が紹介されました。
　四国ブロックからは愛媛より、今治市職・松田　澄子さん（左写真中央）が発言。「自治体の仲間1月号で紹介してもらい、これを手紙に添えて署名用紙を友人に送り、500筆の署名を集めました」と述べ、県内参加者からひと言ずつ、とりくみの報告がありました。高知からの参加者が紹介されました。
　九州ブロックから、鹿児島よりかごしま公務公共一般労働組合出水分会執行委員・川田伸二さんが発言（右写真）。3人で結成した分会で、人口５万人の１割となる５千筆を目標に取り組み、友人知人、父母会、市長・副市長に足を運び、１５００筆以上の署名を集め会経験を報告。「与論島の住民過半数の署名を持って参加した。普天間基地問題で訓練移転の問題などもある中で、この署名が大きな力を持つと考えている」と述べ、今後も出水市住民１割目標に向け、引き続き署名運動を継続する決意が語られました。福岡、熊本、長崎から参加していることが紹介されました。
　つどいの最後に柴田副委員長がまとめをおこない、「今後、５月２８日までNPT会議が開かれるもとで、国連が核兵器廃絶の条約の実行を提起するという大きな前進があり、これを確信に、帰国後も、首長要請をはじめ自治体ぐるみに発展させる署名のとりくみをすすめ、会議での具体的前進をめざそう。それぞれの単組・職場での報告会・学習会をすすめよう。そしてNPT会議の結果が出たのち、新たな提起のもとに運動をすすめ、８月の原水禁大会へ『史上最大規模の参加』として結実するとりくみをすすめよう」と呼びかけました。
　つどい参加者は全員で「団結ガンバロウ！」で、今後の運動に向け意思を固め会いました。
	≪日本原水協の代表がNPT再検討会議に首長・議長署名１５２２筆を正式提出、NPT議長が激励のスピーチ≫

ＮＰＴ（核不拡散条約）再検討会議２日目の５月４日、澤田昭二日本原水協代表理事と高草木博事務局長は、「核兵器のない世界を」首長・議長署名をリブラン・カバクテュラン
議長に手渡しました。議長は、「原水協や市民社会などの努力を評価している。ＮＰＴは始まったばかりであり、これに倍する社会的な声、働きかけを強めてほしい」とスピーチしました。（以下は提出時の正式な発言原稿です）
第8 回核不拡散条約再検討会議議長

リブラン･カバクテュラン殿

2010年5月４日

親愛なるリブラン･カバクテュラン議長

第８回核不拡散条約（ＮＰＴ）再検討会議に、「核兵器のない世界」を求める人々の意思を署名として提出できることを大きな喜びとするものです。

「核兵器のない世界を－2010年NPT再検討会議にむけて」のアピールは、2008年8月、原水爆禁止世界大会に参加した内外の代表によってよびかけられ、署名運動は日本でも世界でも広範な草の根の取り組みとして発展してきました。

集まった署名の総数は５月３日現在で6,912,802 筆に達しています。その大部分は約1500 名の日本原水協代表団によってニューヨーク市へ運ばれ、5月2日、ハマーショルド広場で、あなたとセルジオ･ドゥアルテ上級代表に提出されました。核兵器のない世界を求めるこの運動は、この後もNPT 再検討会議最終日の5月28日までに、1200 万筆を目標に継続されます。

本日提出する署名の中には、また7名の知事、872名の市区町村長、59名の副首長、591名の地方議会議長・副議長、合わせて1522名の署名がふくまれています。そこに代表される自治体は日本全国の自治体の半数を大きく超えています。

1945年8月、広島と長崎に落とされたに二発の原爆はその年だけでおよそ21万の人々の命を奪い、いまなお23 万の生存被爆者の心と身体を苛んでいます。オバマ大統領もプラハで言ったように、まさに、一発の核兵器でも使われればそれがどこであれ、結果は取り返しのつかないものになるでしょう。

私たちはすべての署名者を代表して、ＮＰＴ再検討会議とNPT 未調印国も含むすべての国の政府に対して核兵器廃絶に必要なすべての措置を求め、とりわけ以下のことを要請するものです。

★ 核兵器国政府が、2000 年5 月に受け入れた｢自国の核兵器の完全廃絶｣の「明確な約束」を確認し、実行すること、

★ 核保有国をはじめすべての国の政府が速やかに核兵器禁止･廃絶条約の交渉を開始し、締結することに合意すること。

代表団およびすべての署名者を代表して

原水爆禁止日本協議会

代表理事 澤田昭二

事務局長 高草木博



ＮＰＴ再検討会議 最終文書の素案に「核廃絶に向けた行程表（」作成にむけた国際会議の開催が盛り込まれる!!

ニューヨークの国連本部で開催中のＮＰＴ再検討会議は５月１４日、主要３委員会の議長がそれぞれまとめた最終文書の素案が加盟国に配布されました。そのうち核軍縮を話し合う第１委員会の素案には、「核兵器廃絶に向けた行程表（ロードマップ）作りのため、国際会議を２０１４年に開く」ことが盛り込まれています。

　第１委員会の素案はＮＰＴ第６条（核保有国の軍縮義務）に関連し、「核兵器のない世界」に向けた各国政府や反核・平和運動の提案を歓迎。「再検討会議は、第６条を期限を設けて実行する必要性で合意する」と明記しています。

　核廃絶に向けて２６項目の「行動」を提起。そのなかで核保有国に対し、１１年までに核兵器廃絶に向けた協議を始め、１４年に核兵器の廃絶に向けた行程表を作るための国際会議を開くよう求めています。

　この日、配布された素案は、これまでの各委員会での各国の表明を議長がまとめたもので、２８日の最終日に採択をめざす最終文書のたたき台となります。これまでの成果を見ても、
私たちがNPT再検討会議の前進に向けてとりくんだ国際アピール署名、そして現地NYでの行動が、大きな成果につながっていることが確信できます。今後もさらに核兵器廃絶交渉の開始を求める国際世論の広がりが重要であり、世界で唯一の被爆国、日本の私たちの運動が大きな力を発揮する時です。今後の各単組や自治体での運動を広げ、８月の原水禁大会へ『史上最大規模の参加』として結実するとりくみをすすめましょう！
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